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JCP HOPE 検索i to_gaku

（１）総務省 HP のトップページの真ん中
くらいにある「新着情報」のうち 12 月 9
日の「【報道資料】令和 4 年度 普通交付
税の再算定結果」をクリック

データは総務省の HP にもあります

（２）移動したページには「令和 4 年度普通
校税再算定大綱」、「令和 4 年度普通交付税
の再算定結果」のほか、参考として「市町
村別変更決定額」があり、それぞれ「こちら」
や「参考」をクリックすると閲覧できます

12 月13 日

普通交付税の追加交付額決まる
埼玉県内市町村の追加額資料をお送りします！
　12 月 9 日、2022 年度第 2 次補正予算にともなう普通交付税の追加の交付
決定がされました（再算定）。
　2022 年度の国税増収や 2021 年度の国税決算での増収で地方交付税が１兆
9211 億円の増額となりました。
　政府は、このうち 4970 億円（普通交付税 4671 億円、特別交付税 298 億円）
を追加交付することとし、補正予算の成立を受け、普通交付税 4671 億円の
交付額が決定しました。再算定は、臨時費目に「臨時経済対策費」を創設し
て行われます。
　次ページ以降で資料をお送りします。データは総務省のホームページから
も取得できますが、埼玉県内の市町村別交付決定額の内訳は伊藤岳事務所で
独自に入手したものでHP上にはありません。

　政府は、4970 億円以外の 1 兆 4242 億円は翌年度の地方交付税総額に繰
り越し、財源にあてることとしました。繰越し額は 2006 年度に次ぐ 2 番目
に大きな規模です。

クリック



市町村別交付決定額の内訳
※2022 年補正予算による再算定交付税額（全額）から当初決定額を引いた額＝追加
分（補正による増額分）となります


















